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地質調査所の国際活動の概要(昭和60年度)

海外地質調査協力室

OverseasGeo1ogy0冊｡e

1.'はじめに

地質調査所の国際活動は年六増加の一途をたどり

しかもその内容はきわめて多岐にわたってきています｡

小さな島弧に位置する我が国の地質現象を理解するた

めには全地球的た視野にたっての考察が必要たのは言

うまでもたいことです･国際的た協力関係の維持･強

化は当所の活動の発展のために必要不可欠であるばか

りでなく地下資源の乏しい我が国の社会の発展と国民

生活の安定のためにも重要た係わりあいがあると言っ

ても過言ではたいでしょう.

このようた背景の中で当所の行っている国際活動の

あらましを広く知っていただくために各年度単位での

概要を本誌上で紹介してきました･例年に従って以

下に昭和60年度の活動について述べることにします.

たお本文の記述形式は昭和59年度の概要(田口ほか

本誌377号)に準じ3の(3)を斉藤･桑形同(4)

および4と6を桑形5を寺岡その他は遠藤が分筆し

ました.

2｡海外派遣

昭和60年度に当所から海外へ派遣された研究者は長

期･短期を合わせて延べ75名に達しています.以前の

ように長期派遣の専門家が多数いた頃は単位を｢月･

人｣とするとかたりの量にのぽっていました.最近

は長期派遣老の数がきわめて少なくなり逆に1～数

カ月の短期派遣者の割合がますます増加Lているのが

特徴とたっています.

(1)長期専門家

長期専門家とは国連の要請やコロンボ計画などによ

って発展途上国への技術協力のため1年以上の期間

にわたって派遣される専門家のことを指します･これ

らの要請の大都分は国際協力事業団(JICA)から工業

技術院経由で各研究所にもたらされます･

昭和60年度の長期派遣専門家はすべて前年度から引

続いての平山次郎主研(地質調査技術指導CCOP事務局

バンコククイ)佐藤良旧主研(地熱開発プ回ジェクト調査
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ケニア･エネルギｰ省ナイ回ビケニア)太田英願主研

(金属鉱床調査トルコ･鉱物調査開発研究所アンカラト

ノレコ)の3名で新規派遣者はありませんでした､た

だし61年1月に退官された高橋清さんが地化学探査指

導の専門家としてEScAP/RMRDc(地域鉱物資源開発

センタｰバソドソィソドネシァ)へ同月中に赴任してい

ます.佐藤主研は12月22日に2年間の任期を満了して

帰国しました.

(2)短期専門家

短期派遣専門家は主としてコロンボ計画に基づく

発展途上国からの要請に応えるために1年以内の期間

派遣される専門家を指します｡したがって長期派遣

専門家に比べ限定された目的について短期問に密度

の濃い協力を求められているのが特徴です.

昭和60年度は7件の協力テｰマに延べ12名の専門家を

送りました.比重の高かったのはフィリピンの海洋調

査船エクスプロｰラｰ号に関する協力で3回4名の派

遣が行われています･その他トルコの地熱開発に2

回2名地下水集団研修の巡回指導のため北東アフリカ

3ケ国(エジプトェチォピァタンザニア)へ2名およ

び多目的ダムの水質調査(フィリピン)鉱産物検査研究

センタｰの設立協力(中国)未利用鉱物資源回収技術調

査(メキシコ)稀少金属資源開発調査(マレｰシア)各

1名が派遣されました.マレｰシアが金属鉱業事業団

その他はすべてJICAの経費です.

(3)国際産業技術(ITIT)特別研究

本制度は工業技術院の試験研究の結果を発展させる

とともに発展途上国の社会的要請に応え得る研究プロ

ジェクトをとり上げ工業技術院の試験研究所と相手国

の研究機関との問で共同研究を実施するものです.共

同研究の実施に当たっては我が国からの在外研究員の

派遣(1か月程度)･相手国からのフェロｰ研究員の招へ

い(延べ70日程度)を通じて発展途上国の人材の養成お

よび研究ポテンシャルの向上ならびに研究成果の現地

への効果的た適用を図ることを目的としています.本

制度は昭和48年度に発足Lたものですが当所は初年度

からr東南アジア地域地質構造の研究｣を実施して以来�
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写真一1中国河南省小関地区大火石嶺ボｰキサイト鉱床･

延々と広がる厚さ5～6価の堆積性高磐土頁岩鉱床

(耐火物およびアルミニウム原料資源).神谷技官

提供.

引続き現在までに8カ国12テｰマについて実施または実

施中です.昭和60年度には工業技術院全体で23テｰ

マを実施していますが当所はそのうちの4テｰマを担

当Lました.

童)耐火物資源の研究

昭和58年度から61年度まで4年間の計画で中国地質

蹟産部地質蹟産司との問で行われている共同研究プロジ

ェクトです.58年度は中国の馨土頁岩･ろう石･カオ

リン･陶石だと代表的た鉱床の予察調査を実施しました

が59年度から本格的た調査研究に入りました.59年

写真一2

山頂まで続くトレンチ(ブラジルパラナ州).

カｰボナタイト中の希土類元素埋蔵鉱量を調べる

ためパラナ州立探鉱公社により掘られた深さ3m

の試掘溝.放牧した牛が溝に落ちないように柵

が作られています.平野技官提供.

度は断江省のろう石鉱床60年度は河南省の馨土頁岩鉱

床61年度は江西省のカオリン･陶石鉱床を対象にこ

れら鉱床の産状･成因を中心とした地質･鉱床学的研究

および鉱石の構成鉱物を中心とした鉱物学的･地球化学

的研究を行い高品質鉱の存在状況を明らかにしそれ

ぞれの鉱床生成モデルを提示することを目的としていま

す.

昭和60年度は鉱床部の神谷雅晴課長が河南省焦作地区

およびエ凡県地区のボｰキサイト(磐土頁岩)の調査研究

を実施しました(写真1)･

茄)力一ボナタイト鉱床の研究(ブラジル)

カｰボナタイトはニオブ希土類元素などの稀少資

源のほか燐銅チタンウランだとの鉱物資源を含

有しアルカリ複合岩体に伴って産出する火成岩でア

フリカ南北アメリカ大陸に産し我が国や東南アジア

だとの島弧地域には見られません.ブラジルには多数

のカｰボナタイト鉱床が分布してその中に含まれるニ

オブは世界の埋蔵量の大半を占め生産量は実に全世界

の80パｰセント以上に達しています.

本研究はカｰボナタイトの地質･鉱床学的研究地

化学探査の研究たらびに鉱石鉱物についての鉱物学的

物理化学的研究によってこれらの鉱物資源に対する評

価技術の向上をはかるとともに探査開発技術を確立す

ることを目的とするものです｡これはブラジルの国家

鉱産局との間の共同研究で昭和58年度から60年度まで

の3年間の予定で実施してきました.本研究は近年

急速に需要の拡大しつつあるレア･メタルの存在状態を

明らかにしグロｰバノレた資源評価を行うのに大きく貢

献するものと考えられます.

計画の最終年度にあたる昭和60年度の在外研究は前

年度に引続き鉱床部の平野英雄主研が実施しました(写

真2).

3年間の成果は次年度中にとりまとめ最終報告書

が印刷･刊行される予定にたっています.

撒)油･ガス田地域の新生代層序対比の研究(フィ

リピン)

日本を始めとして東アジアの島弧の石油･天然ガス資

源は主として新生代第三紀の地層中に含まれていま

す.これらの地層の発達状況や拡がりを知るためには

各地域の第三紀層の層序や地質構造の比較研究を行わた

げれぽたりません.

本研究は昭和58年度から61年度までの4年計画で

フィリピン鉱山地球科学局との間で実施されていますが

両国の代表的な新生代層の岩相･古生物層序･地質構造

地質ニュｰス391号�
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を詳細に調査しその結果から地層の対比を行って炭

化水素資源の広域ポテンシャルを評価することが目的と

たっています.

昭和60年度の在外研究は燃料部の名取博夫課長により

ミンドロ島東都およびパラワン島南部地域において実施

されました･また層序対比の重要たキイとたる微化

石の同定に共通基盤を設けるため浮遊性有孔虫標準標

本約80種を相手側機関に供与しました･

肘)第四紀地殻変動と地震予知に関する研究(トル

コ)

前年度で終了した｢地震断層･活断層及び地震予知に

関する研究｣ではトルコの北アナトリア断層と日本の

活断層の地震地質学的た比較検討を行い北アナトリア

断層の基本的性格を明らかにすることができました･

その結果に基づき将来地震の発生が予測されるトルコ

西部のマルマラ海東･南岸地域を対象により精密た調

査研究を実施するため本研究は今年度から62年度まで

の3年計画でスタｰトしました.相手機関は前研究と

同じエネルギｰ天然資源省鉱物調査開発研究所です･

初年度にあたる昭和60年は地質部の加藤磧一生研が

マルマラ海東岸地域の北アナトリア断層周辺を調査し

合わせてトルコ側スタッフと計画全般についての討論を

行いました(写真3)･

V)その他の活動

ITITには新規協力テｰマ発掘などのために職員を発

展途上副こ派遣する｢海外技術研究調査事業｣がありま

す･この制度により鉱床部の石原舜三部長が国際研

兜協力課併任中の小笠原正継技官(鉱床部)と帯同でパキ

スタンに派遣され同国地質調査所との研究協力につい

て協議しました.

また昭和59年度で終了したトルコ鉱物調査開発研究

所との共同研究｢地震断層･活断層及び地震予知に関す

る研究｣の報告書が出版されました･

(4)二国聞協力

我が国と特定の国との問には科学技術協力協定が締

結されておりその枠組の中で広い分野にわたる相互協

力が実施されています･地質科学の分野でもたとえ

ぱ日独目仏日豪だとの協定の中に鉱物資源開発

海洋地質及び海底資源調査だとの協力項目が掲げられて

おり当所と相手国研究機関との間での研究交流が進め

られています.

また我が国と米国との間には日米天然資源会議

(UJNR)と呼ぶ協力の場があります.その中の海洋地

1987年3月号

写真一3断層湧水によるトラバｰチン.

トルコ北西部ボル盆地西端を通る北アナトリア断層沿

いに堆積した第四紀のトラバｰチン(湧泉沈澱物).

北アナトリア断層はこのトラバｰチンに右横ずれの変

位を与えています.加藤技官提供.

質専門部会では当所の海洋地質部長が日本側都会長を

務めているほか多くの研究員が主力メソバｰにたって

います.そのほかに海洋鉱物資源地震予知の各専

門都会にも当所の研究者が参加しています.

これら二国間協力による昭和60年度の海外渡航は海

洋地質部盛谷智之課長のUJNR出席(米国メソロパｰク)

の1件だげでした.

二国間科学技術協力協定はこれまでは対先進国が主

体でしたが近年は日韓日伯(ブラシノレ)等対発展途

上国との協定が目立つようになってきました･これに

伴い協力内容も先端技術開発から技術移転まで相手

国に応じた幅広い対応が要求されてきています.

(5)海域調査･委託研究･在外研究

科学技術振興調整費により昭和56年度から実施されて

きたrインド洋･太平洋プレｰト境界海域の地質構造の

研究(IPPBAS)｣が最終年度を迎え本年はインドネシ

ア海域の調査に6名が乗船しました.

石油公団の委託研究である南極地域基礎地質調査は60

年度においても実施され3名の研究員が調査航海に参

加しました.

その他の海域調査として海底熱水鉱床の調査(科学

技術庁米国海洋大気局ハワイ大学)に2名南太平洋海

域のマソガソ団塊調査(金属鉱業事業団)およびマリア

ナ群島北部海底調査(テキサス州立大学)に各1名が派遣

されています(ヵツコ内は経費負担機関)･

海域以外の調査研究では地熱関係6名リモセソ技

術1名地球化学2名(同位体地震予知多1名)が新工�
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ネノレギｰ総合開発機構電源開発(株)だとの経費によ

り米国仏国中国ニュｰジｰラソドヘ派遣され

それぞれ充実した成果を持帰りました.

上に述べた調査研究の期問はいずれも1週間たいし

2ケ月と比較的短かいものですが1年以上の長期にわ

たる在外研究としては前年度から引続いてのr地質リ

モｰトセソツソグの研究｣(スタンフォｰド大学)と今年度

中に渡航したr海底熱水鉱床の研究｣(トロント大学)お

よび｢深部地熱貯留層の化学的探査･評価法の研究)(米

国地質調査所)の3件3名があります(カッコ内は在外研究

機関).

(6)国際会議･国際研究集会

海外で開催される会議のうち会議そのものが目的の

ものを国際会議研究論文発表や討論など研究目的の

ものを国際研究集会と呼んでいます.

昭和60年度の国際会議は国連関係として9月のCC-

oP/SoPAC(南太平洋沿海鉱物資源共同探査調整委員会)総

会11月に開かれたCCOP(アジア沿海鉱物資源共同探査

調整委員会)第22回年次総会3月のCCOP運営委員会

の3つがありそれぞれに各1名の政清代表または技術

顧間が当所から出席しています.また国際プロジェ

クト関連としては前項で触れたIPPBASの調査事前

会議国際地質対比計画(IGCP)の中の主要活断層の諸

性質の国際比較に関する会合国際共同海洋調査(IPP･

BAS計画の延長)の事前打合せ会合たどがあり各1名

が参加しました.

国際研究集会は5月の地球物理学会シンポジウムを

皮切りに61年1月の国際火山学会に至るまで計12件

の学会に延べ21名が出席し論文発表や討論参加の活動

写真一4室内実験中のフェ回一研究員.

自国および日本で採取した岩石から有孔虫を抽出し走

査電顕で観察中のフィリピンからの研究員･名取技

官提供｡

を行いました.参加21名のうち私費渡航者が10名の

多きに及んだのは今年度の大きな特色です.

3.海外研究者の受入れ

昭和60年度の海外研究者の受入れはITITフェロｰ

研究員同招へい研究管理者集団および個別研修員

客員研究員を合わせて41名となっています.

(1)亙Hπフェロｰ研究員

2の(3)で述べた国際産業技術特別研究の4つのプ

ロジェクトではそれぞれの相手国機関の研究員を招へ

いし37～50目にわたる共同研究を実施しました･招

へい研究員の内訳は中国地質硬産都河南省地質破産局

から2名ブラシノレ国家騒産局から1名(女性)フィ

リピン鉱山地球科学局から2名(うち1名は女性写真4)

トルコ鉱物調査開発研究所から1名でした.中国とフ

ィリピンからの各2名のうち1名分の渡航費はそれぞ

れの国が負担しました.

(2)IT亙丁招へい研究管理者

ITITプロジェクトには発展途上国の研究管理者を

招へいし研究所の現状研究の進め方研究開発等に

ついて論じる機会を設けることにより相互の理解を深

めつつより効果的た研究協力の推進をはかろうとする制

度があります.

このスキｰムにより昭和60年度には中国地質臓産都

から2名の研究管理者を当所に招き両機関の問で61年

度から発足が予定されている｢石炭特性と生成環境に関

する研究｣の実行計画を中心にこれまでの協力の評価

や今後の協力テｰマなどについて密度の濃い討議が行わ

れました.

(3)海外技術者研修

当所では専門知識の教育と技術指導を目的に毎年尭

展途上国からの研修生を受け入れています一海外から

の技術老の研修には集団と個別研修がありその大部

分は国際協力事業団の委託によるものです.

昭和42年に開設された沿海鉱物資源探査(7か月コｰ

ス)と地下水資源開発(4か月コｰス)の2つの集団研修

は以降毎年開催され60年度までに両コｰス合わせて

400名の研修生を受入れてきました･コｰス修了者の

大部分がそれぞれの国の中堅指導者として活躍しており

この両コｰスは当所と多くの国六の地質その他の関係

機関を結ぶ太い絆となっています.

これらの研修をより機能的に実施するために60年度
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からは｢海外技術者の研修｣についてグルｰプ制が採用

されました.

量)沿海鉱物資源探査集団研修

本コｰスの60年度の基本方針は7か月の期問中海

上(地質物理)探査空中磁気探査およびデｰタ処理を

主要テｰマとし石油探査と遠隔探知の集中講習を実施

し約50日間の個別研修を通じて技術レポｰトの作成を

図ることとされています･

この基本方針に従ってブラジルビルマ中国ガ

ｰナマレｰシアフィリピソタイ(2)トルコの

8か国9名の技術研修が60年6月17日から12月23日ま

での期問実施されました･この間4回の研修旅行や

各種施設の見学も持たれそれぞれに充実Lた成果を修

めました(写真5).

講義は当所職員のほか公害資源研究所筑波大学

東京大学放送大学中央大学東海大学資源大学校

石油公団石油資源資源観測解析センタｰ地球科学

総合研究所帝国石油住友金属鉱山だとの方刷こもお

願いLました.またCCOPのJohnRingis博士に

もExp1orationforOffshoreP1acerDepositsについ

ての特別講義を担当していただきました.

研修生個人の専門や希望に応じて特定の講師の下で

実習を行う個別研修でも当所の研究者以外に資源観

測解析センタｰ(ブラジル)地球科学総合研究所(ビル

マ)石油資源開発(ガｰナ)帝国石油(タイの1名)の

方刷こ御協力いただきました.

重量)地下水資源開発集団研修

本コｰスの60年度の基本方針は4ヵ月の研修期問中

地下水調査探査だと地下水開発に必要な野外実習を

行い得られた資料に基づき地下水開発や管理などに

必要た地下水や井戸の水理などに関する解析を行うこと

に重点を置いて実施しました.

この基本方針に従ってバングラデシュポリビア

ブラジルガｰナイラクマダガスカルネバｰル

バナマフィリピソタイトルコの11か国11名の技術

研修が60年8月27日から12月11日までの期問主とし

て工業技術院筑波研究協力ゼソタｰで実施されました

(写真6).この間各種野外調査実習を始め4回の研修

旅行や施設見学等が行われています.

講義には沿海コｰス同様当所職員のほかに中央

大学千葉県公害研究所目本工業用水協会目さく

利根ボｰリング目水ヨソ三協工業アジア水源国

際航業中浅測器だとの機関から講師をお願いしました.

写真一5

白嶺丸乗船実習のひとコマ｡

海底から引上げられたばかりの試料を甲板で熱心に

観察する沿海コｰス研修員.

揃)個別研修

2週間以上の個別研修は本年度は下記の5名を受け

入れております.韓国動力資源研究所の海洋地質調査

研修を除いて他の4名は国際協力事業団の依頼による

ものです.研修員はイラン･テヘラン大学地球物理

研究所研究員の地震予知が2.5ヵ月フィリピン･鉱山

地球科学局研究員クック諸島内務省研究員の海洋地

質調査技術にそれぞれ1ヵ月2週間中国地質科学

院女性研究員の中生代二枚貝化石研究が3ヵ月と各自テ

ｰマを選んで研修をうげまLた｡

(3)客員研究員

昭和60年度の客員研究員は工業技術院海外研究者招へ

い制度(日本産業技術振興協会に委託)による招へい研究員

として米国ロスアラモス研究所C.W.Myers博

写真一6揚水の野外実習を行う地下水コｰス研修員｡

筑波研究センタｰには専用の試験井があって毎年の

実習に欠かせない存在となっています･

1987年3月号�
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海外室

士がr高レベル放射性廃棄物地層処分｣同国地質調

査所メソロパｰクD.A.Singer博士が｢鉱物資源デｰ

タ統計処理技術｣中国蘭州地震研究所郭増建博

士がr地球化学的手法による地震予知｣英国科学

技術帝国大学D.S.Cronan教授がr西太平洋に重点

をおいた海底鉱物資源の比較｣のテｰマで26日から36日

間滞在しました.

工業技術院の招へいではチェコスロバキア地球物

理研究所のV.Cermak博士が｢深部･広域の地熱資

源の評価｣で10日間科学技術庁の招へいではトンガ

国土調査資源省丁.Kitekaiaho氏インドネツア科

学技術評価応用庁B.M.Ganie氏がそれぞれrイン

ド洋･太平洋境界海域における島弧･海溝系の研究｣

｢スンダ海溝周辺共同調査｣のカウンタｰバｰトとして

25目～35日間共同研究に従事しました.またオｰス

トラリアシドニｰ大学のJ.B.Deen博士も同研究の

デｰタ解析を17目問海洋地質部で行いました･

いずれの研究員も当所研究員と中味の濃い研究討論

を行い今後の一層充実した研究交流の基礎を築いてお

ります.

人

�　

�　

�　

㌰　

㈰　

�　

昭和51525354555657585960年

図1公式訪問者の推移.

昭和54年10月の筑波移転後から訪問者数は急

激に増加してきています.

4｡公式訪問者

ここで述べる公式訪間者とは前述のITITフェロｰ

研修生および客員研究員のほかに然るべき筋を通じ

て表敬･研究交流･施設見学･意見交換たどのために

来所された海外の訪間老を意味します･公式訪間者の

数は図1に示すように毎年増加の一途を辿っていま

す･とくに本年は60年4月～9月に開催された国際科

学博覧会通称筑波科学エキスポに来日された多くの方

々が当所に立ち寄られたため60年度中の訪間老は国連も

含む71カ国から629人に達しました.この数は5月25

日に当所標本館を訪れた中国科学技術管理者日本視察団

の200名を含んでいます.これら海外からの訪間者の

増加は当所の国際活動が着実に進展しているひとつの

証拠と言えるでしょう.

に設立した環太平洋エネルギｰ鉱物資源評議会の事業の

一環として実施されていますが全体の運営は米国地

質調査所が実質的に担当しています.環太平洋地域の

地質･地質構造･ジオダイナミクス･エネルギｰ･鉱物

資源たどに関する正確た情報を収集し1,OOO万分の1

の地図に編集するとともに可能た限りデｰタの標準

化やコンピュｰタ化を行うことを目的としています.

本プロジェクトでは環太平洋地域を南極を含めた

5区画に区分Lて各区画パネルを設け各種地図の編

集を行っています｡当所は極東ソ連からインドネシ

アに至る範囲の北西区画の運営を担当しています.

北西区画の地図のうちプレｰトテクトニクス図およ

びジオダイナミク図は出版済み地質図は印刷中地質

構造図･エネルギｰ資源図および鉱物資源図は編さん中

です.

5.国際プロジェクト

経常研究r海外地質の研究｣では国際的かつ全地球

的観点に立脚Lてグルｰプ独自の研究のほか以下に

記述するようだ国際的諸組織との研究協力を実施して∵･

ます.

(1)環太平洋マッププロジェクト(CPMP)

昭和48年(1973)に発足した本プロジェクトは翌年

(2)世界地質図委員会(CGMW)の計画

世界地質図計画のうちのアジア鉱床生成因プロジェ

クトはアジア地域(東は日本西はイラン南はインドネ

シアイリアンの範囲)の鉱床をその鉱種･生成時期･

成因･規模･タイプたどに分類しそれらの情報を500

万分の1の地図に集約するものです.

この図は5シｰトからたり昭和60年度にIと皿のシ

ｰトおよび凡例シｰトが印刷されました.残りの皿と

Wのシｰトは昭和61年度に印刷される予定です.
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(3)鵬CAP堆積盆対比計画

ESCAP地域の石油･天然ガス鉱床の堆積環境解明の

ため各堆積盆相互の対比作業を行う必要性の認識に基

づいてユネスコの国際地質対比計画(IGCP)の一環と

してESCAPが中心となって実施しているプロジェク

トです.第1次の作業は終了し現在第2次計画とし

て300万分の1の資源賦存星表示の地図作成が検討され

ていますがその具体化は遅れています･この図に組

み入れられる我が国の第三紀堆積盆を含む環太平洋西

側地域の堆積盆の対比デｰタとくに海域堆積盆の分布･

層厚に関するデｰタの収集･整理を継続Lて行いまし

た.

(4)CCOP/SEATAR計画

東アジアの地質構造および資源を研究する本プロジェ

クトはCCOP国際海洋調査10年計画の一環として開

始され東アジア関係各国の協力のもとに実施されてい

ます.本計画のうちトランセクト計画は東アジア

地域で10か所を設定しそれぞれの地質構造を把握し鉱

物資源ポテソツヤルとの関係を明らかにすることを目

的としています｡

当所は韓国動力資源研究所とともに四国海盆北縁

部から四国･中国をへて朝鮮半島南部を斜断するトラン

セクトWを担当しています･昭和62年度にはこのト

ランセクトに沿う幅200㎞の地帯の200万分の1の各種

地質･地球物理図および断面図が完成する予定です･

俗｡､国際行事

EscAP/RMRDc(国連アジア･太平洋経済科学委員会/

写真一7黒鉱ワｰクショップのエクスカｰション.

釈迦内鉱山で石原鉱床部長(座っている人)から黒鉱

鉱石の説明を聞く右からフィリピンイソドネシア

バブア･ニュｰギニア(1人おいて)インドの参加

者.

1987年3月号

地域鉱物資源開発センタｰ)の第8回管理理事会が8月末

から9月初めにかけて東京で開催され当所から所長以

下4名が日本国政庸代表として会議に参加Lました｡

またその関連行事としてRMRDC加盟国の参加のも

とに黒鉱々床に関する国際セミナｰがESCAP主催

工業技術院及び地質調査所の運営によって9月1目～

9月11日まで開かれました.RMRDC加盟国より11

カ国11人の参加を得て9月3日の東京大学富山大学

金属鉱業事業団及び当所からの講師団によるセミナｰに

引き続き9月4日～9日までの秋田県北鹿地域の黒鉱

六床地帯での見学と現地討論会を行いRMRDC加盟

国への充実したシンポジウムを提供できました(写真7).

一方日本で開催される国際研究集会は年六増加してお

り60年度にも当所関連として第4回地ヒり国際集会

(東京)第23回国際地震学･地球内部物理連合(IASPEI)

総会(東京)および第1回ESR年代測定国際シンポ

ジウム(宇部)が開かれそれぞれ1名11名2名

の当所研究員による論文発表が行われました･

7｡海外事情フォｰラム

工業技術院筑波研究センタｰでは毎月1回各研究

所の海外経験者による講演会｢海外事情フォｰラム｣を

開催して外国事情の紹介･普及に努めています.

昭和60年度には当所から下記の3氏がそれぞれの見

聞を紹介し好評を博しました.

第38回(4月)小村幸二郎中国南部の旅

第42回(8月)盛谷智之白嶺丸は行く一地質調

査船白嶺丸調査航海と南海の島刷こたずねて一

策47回(1月)竹田英夫中南米の古代文明の謎

8｡おわりに

以上地質調査所が実施した昭和60年度の国際活動のあ

らましについて報告さ畦ていただきました.お読みい一

ただいてお分かりのように当所の国際活動はきわめて

広範囲にわたっています･国際的た活動の要請が多

方面から増加している昨今当所が果たさたげれぽなら

たい使命はますます重要で多様化してきています｡

海外地質調査協力室はこのように複雑化Lてきている

内外の要請に着実に対応する窓口としてさらに海

外の地質研究の中核として組織･機能の充実を図って

行きたいと考えています.所内外のみなさまの御支援

を切にお願い致します.�


